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Ⅰ．はじめ
中国の「改革開放」政策採択以降、日本は中国の

近代化建設を支援するために、1979年から中国に対
して、開発援助を提供し、中国の環境、農業、大型
インフラ、保健・医療など様々な分野の開発を支え
てきた。2018年の安倍首相の中国訪問をきっかけに、
対中 ODA は2018年度をもって新規採択を終了した。
日本の援助が開始されて以来2018年度末まで、総額
累計約3兆6589億円が供与された。中国は日本の最
大の受益国の一つであり、著しい経済発展と貧困削
減を達成した発展途上国の一つでもある。そこで、
日本の「ODA 卒業」をひかえ、日本の援助が中国
の開発にどのように貢献したのかという問題意識を
持った。

日本の対中 ODA に効果があったかどうかの統計
的検証は皆無であり、研究の余地が残されている。
中国国内の研究について、王（2012）は、中国にお
ける日本の ODA 政策に関する研究は、日本の ODA
に対して開発経済学の理論的枠組みを用いる経済学
的手法による研究ではなく、国家利益理論の枠組み
を基調とし、ODA を日本の国益に直結する国際政
治経済現象として捉えている研究成果のほうが多い
と指摘した。その一方で、海外及び日本国内の開発
援助に関する研究は、実証面においても、理論面に
おいても、より多く蓄積されている。しかし、これ
らの研究は、①開発援助の経済成長促進効果につい
て、統一的なコンセンサスが見られない、②全世界
の援助による視点にとどまり、日本の援助の視点に
よる援助の有効性に関する実証的研究は十分に行わ
れたことない、③日本の対中 ODA の貢献について、
事例研究などいくつか存在するものの、計量的な解
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明までには至っていない。
本稿は、日本の40年以上の歴史のある対中 ODA

が中国の開発にどのように貢献したのかという問題
意識を踏まえて、日本の対中 ODA の特徴、実施状
況などに基づき、対中 ODA の経済成長促進効果、
先兵効果（援助が貿易、投資を通じて経済成長に与
える間接効果）、貧困削減効果、環境改善効果を、
実証分析等により解明する。

Ⅱ．ODAの概要
ODA の定義、ODA の種類などの ODA に関する

基本的な概念を説明し、また、日本の ODA の実績
から、日本は世界上位の援助国であることを示した
後、日本の ODA の理念・目的、実施状況などを踏
まえ、日本の ODA は⑴分野的に経済インフラを重
視、⑵地域的に東アジアを重視、⑶理念として自助
努力を重視、⑷三位一体型の ODA1という四つの特
徴を持っていることを示した。

Ⅲ．対中ODAの経緯と内容
日本の対中 ODA は1979年から2018年までに、円

借款で総額累計3兆3164億円（交換公文ベース）、
無償資金協力で累計1576億円、技術協力で累計1849
億円が供与された。その中で、円借款の割合は約91％
を占めている2。

日本の対中円借款は、1979年から2000年まで中国
の5カ年計画に対応するラウンド方式と呼ばれる特
殊な形で提供された。そして、2001年からは、複数
年度の方式から単年度方式のコミットメントに移さ
れた。1979年から2000年まで合わせて、4ラウンド
で実施され、特に第1ランウドから第3ランウドの
セクター配分は、鉄道、港湾を代表するインフラ事
業を中心としているが、インフラ事業は次第に減っ
ていく傾向があった。第4ラウンドには交通セクタ
ーへの配分が更に減少する一方、環境分野への円借
款プロジェクトが多く実施された3。環境分野への
配分は40％に達し、全体で1番目のシェアとなった。

2001年以降の円借款では環境分野への配分が全体の
69．5％となった。円借款の実施地域の変化をにみる
と、最初は沿岸部を中心に実施されたが、次第に内
陸部への傾斜が強まった。

無償資金協力は経済インフラを中心とする円借款
と違い、より民生的、市民的な視点に立ち、内容的
には医療、教育、環境、貧困がテーマとなっている。
技術協力は国際協力機構（JICA）が主な実施団体
となる支援である4。具体的な事業には専門家派遣、
研修員受入、開発調査等協力がある。

Ⅳ．日本のODAは中国に貢献したか？
1．ODAと経済成長
1．1．ODAと経済成長の関係

基本的定義からすれば、ODA は経済開発を推進
することを目的し、伝統的により多くの援助がより
高い成長をもたらすと認識されてきた。しかし、
ODA の経済成長促進効果について、学術的に統一
する見解がまだ見られず、その効果があるとする研
究と全く効果が見られないとする研究が併存してい
る（澤田・戸堂（2010）等）。この中で、Radelet（2006）
は、援助と経済成長との関係について、3つの異な
る見解があることを示している。

Ａ．援助と成長との間には（すべての国ではない
にしろ）、平均的に正の関係があるが、援助
量が増加するに従って成長への効果は逓減す
る。（Hansen and Tarp（2000）等）

Ｂ．援助は成長に対して何の影響も与えないか、
成長に悪影響を与える可能性がある。（Bauer

（1972）／Easterly（2003）等）
Ｃ．援助は成長との間で「条件付き」の関係を持

ち、特定の状況下で成長促進に資する。
特に見解Ｃについて、援助の有効性は、「受益国

の特性」、「ドナーの援助手法」、「援助により支援さ
れる活動のタイプ」という3つ「条件」に応じて異
なる。受益国の特性について、特に、市民的自由が
強い国または良い制度政策環境を持つ国の成長を促

1 三位一体型の ODA とは、先進国からの援助は発展途上国の輸出拡大と海外からの投資の拡大を誘発する効果が
あり、それらの効果により、援助は投資、貿易と共に一つの協力形態となることをという。言い換えれば、ある
途上国に日本の援助を行うとともに、日本企業による投資・貿易が拡大すると考えられている。

2 外務省ホームページからのデータにより計算した。
3 環境分野への円借款は1988年度から開始されたが、1995年までは上下水道の整備が中心であった。
4 JICA 以外では、海外産業人材育成協会（AOTS）等も対中技術協力の実施機関の一つである。本稿の技術協力

は、JICA による援助のみである。
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進する可能性がある。そのほか、輸出価格ショック、
気候ショック、交易条件、マクロ経済と貿易政策な
ども考慮する必要がある。援助のタイプについては、
Clemens、Radelet and Bhavnani（2004）は、経済
成長促進効果により、援助を3つの種類に分類した。
その中、第3のタイプの援助（道路、港湾、発電所
の建設などまたは農業支援）と成長との間には強い
正の頑健な関係がある。
1．2．実証分析

日本の対中 ODA の特徴からみると、円借款の割
合が高く、インフラ整備による経済の牽引力への期
待が強いと考えられる。また、改革開放後の中国は、
積極的に経済体制などの改革を行い、良い制度政策
環境を作り上げ、著しい経済成長が果たした。この
ことから、日本からの対中援助は経済成長に正の効
果があったことが予想される。そこで、日本の援助
がアジア諸国や中国の経済成長に対して有意な正の
効果を及ぼしたかどうかを検証するため、人的資本・
援助追加型の新古典派成長理論のフレームワークで
のパネル推定を試みた。
1）モデル

本稿では、Mankiw, Romer and Weil（1992）に
倣い、人的資本（Ｈ）及び援助（Ｏ）を追加したソ
ロー型モデルで分析を試みた。この人的資本・援助
追加型のソロー・モデルは以下のコブ・ダグラス型
の生産関数⑴式を仮定している。
⑴ ��������������������

����������������������������

ここで、Y は生産量（所得）、K は物的資本スト
ック、H は人的資本ストック、O は援助（ストック）、
L は労働、A は技術水準、α、βおよびγはそれぞ
れ、物的資本、人的資本及び援助に関する産出の弾
力性、括弧内の t は t 時点を表す。労働と技術水準
はそれぞれ一定率 n と g で成長するとする。
⑵ ���������	
�

⑶ ���������	��

このモデルを用いると、最終的に以下の⑷式が導
かれる。実証分析には⑷式を用いる。
⑷ ���	�
��������
������
��������


�����������
�������

2）日本のODAのアジアに対する経済促進効果の
推定

対アジア（東アジア、南アジア、中央アジア）に
ついて、一人当たりの GDP 成長率を被説明変数と
し、物的資本、人的資本、（人口成長率＋技術進歩
率＋資本減耗率）、一人当たり GNI、及び日本の援
助ストック（日本のグロス援助）を説明変数として
推定を行ったところ、日本のグロス援助の係数推定
値は0．35～0．47程度で、すべて1％水準で有意に正
となっている。日本の援助はアジアの国々の経済成
長に対し、正の頑健な効果を持ったことが確認され
た。
3）日本のODAの中国に対する経済成長促進効果
の推定

対中援助については、中国31カ省、自治区、直轄
市の1979年から2018年の年ベースのパネルデータを
サンプルとして、OLS 及び省別固定効果によるパ
ネル分析を行った。アジアの推定に倣って、以下の
⑸式を設定して推定を行う。
⑸
����	�
��������
�������
��������������


���������
������������

ここで、gr は各省（自治区、直轄市を含む）の
一人当たり GDP 成長率である。k は各省物的資本
ストック（増加分）であり、粗固定資本形成／GDP
で代替する。h は人的資本ストック（増加分）であ
り、各省成人識字率（非文盲率）で代替する。n+g
+δは人口増加率＋技術進歩率＋資本減耗率であり、
Mankiw, Romer and Weil（1992）と同様に g+δ＝
5％で固定したため、この部分は人口増加率を表す。
y0は初期の一人当たり可処分所得であり、データの
制限があるため都市部の一人当たり可処分所得
（DI）で代替する。Aidj は日本の対中援助ストッ
ク（増加分）であり、各省への援助額／各省 GDP
で代替する。

利用するデータは『中国統計年鑑』などから各省
の1979年から2018年のパネルデータであり、特に日
本の援助額は、外務省ホームページで公表されたデ
ータを用い、JICA のデータを参考に、新たに案件
と対応する省の援助額（円借款＋無償資金協力）の
パネルデータを作成した。

推定結果を見ると、当期「日本の援助」の係数推
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定値は正ではあるが、有意となっていない推定も見
られた。他方、一期前の「日本の援助」の係数推定
値は1％水準で有意に正となる場合が多い。また、
推定方法・制御変数等を変えても一期前の「日本の
援助」の係数推定値は0．10～0．17程度と頑健である。
従って、日本の援助は中国の1年後の経済成長に対
し、有意で頑健な正の効果を持ったといえよう。

2．日本の援助には「先兵効果」があるか？
前節の推定により、日本の援助は中国の経済成長

を促進する効果があることが確認された。しかし、
現存の研究において、援助が経済成長直接的な効果
を与えるというコンセンサスは無い。そこで、日本
の ODA の「三位一体」の特徴に基づき、対中 ODA
の日中貿易、対中投資促進効果について、重力モデ
ルを用いて回帰分析を行った。

本稿の重力モデル分析では、日本の対中 ODA の
中国と日本の貿易に対するインパクトを検証するた
めに、対中の貿易、投資状況を考慮した上で、以下
の3式を設定した。

⑹ �����������������������������	��

�
����������������

⑺ �����������������������������	��

�
����������������

⑻ �������������������������������	��

�
����������������

ここで、Xij は中国の日本に対する輸出額である。
Mij は中国の日本からの輸入額である。FDIij は日本
の対中直接投資である。GDPi と GDPj それぞれは
中国と日本の経済規模であり、ここでは、木村・戸
堂（2007）に倣い、一人当たりの GDP で代替する。
MEi は市場経済ダミーで、中国の市場経済導入状況
により、1992年まで0、1993年から1とする。WTOi

は WTO ダミーで、WTO ダミーは、中国の WTO
加盟状況に応じて、2001年まで0、2002年から1と
する。AIDj は日本の対中援助額（コミットメント
額）である。IMF、世界銀行、OECD/DAC のデー
タベース及び『中国統計年鑑』（各年度）から年べ
ースのデータを入手した。

推定結果によれば、日、中の一人当たり GDP、

表1 対中ODAの経済促進効果の推定
被説明変数 一人当たり GDP 成長率

推定期間（年） 1990－2014
定式1 定式2 定式3 定式4 定式5 定式6 定式7

定数 16．722＊＊＊
（5．01）

26．389＊＊＊
（4．36）

6．443
（1．48）

42．804＊＊＊
（5．19）

11．402＊＊
（2．53）

47．812＊＊＊
（5．59）

39．030＊＊＊
（4．34）

ln（k） 4．706＊＊＊
（3．77）

13．507＊＊＊
（7．76）

8．416＊＊＊
（5．12）

18．877＊＊＊
（9．01）

6．640＊＊＊
（4．19）

17．776＊＊＊
（8．66）

20．252＊＊＊
（10．33）

ln（h） －0．536
（－0．64）

－2．01
（－1．31）

－0．356
（－0．32）

－9．870＊＊＊
（－4．58）

－1．009
（－0．88）

－10．201＊＊＊
（－4．57）

－7．064＊＊＊
（－3．01）

ln（n+g+δ） －70．898＊＊＊
（－7．71）

－66．369＊＊＊
（－6．47）

－74．169＊＊＊
（－8．24）

－54．770＊＊＊
（－5．53）

－75．540＊＊＊
（－8．04）

－61．067＊＊＊
（－5．92）

－60．102＊＊＊
（－8．81）

ln（y） －0．244
（－1．36）

－0．979＊＊＊
（－4．52）

0．777＊＊＊
（3．06）

0．916＊＊＊
（3．04）

0．638＊＊
（2．54）

0．612＊＊
（2．05）

ln（y（－2）） －0．084
（－0．29）

ln（aidj） 0．035
（0．78）

0．100＊＊
（2．39）

ln
（aidj（－1））

0．107＊＊
（2．44）

0．166＊＊＊
（4．00）

0．137＊＊＊
（3．29）

自由度
修正済み R2 0．083 0．172 0．239 0．381 0．191 0．343 0．378

地域数／
サンプル数 31／824 31／824 31／574 31／574 31／593 31／593 31／593

＊＊＊、＊＊、＊印は1％、5％、10％水準で有意であることを示す、括弧内の数値は t 値。
定式1、定式3、定式5 最小二乗法
定式2、定式4、定式6、定式7 省別固定効果モデル
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中国の市場経済の導入、WTO の加盟、日本の援助、
すべてが日中間の貿易、対中直接投資に正の影響を
与えている。日本の援助の係数推定値はすべて1％
水準で有意であり、日本の援助は中国の対日輸出、
日本の対中輸出、日本の対中直接投資に対して正の
効果があることが確認された。日本の対中 ODA は
中国の対日輸出、対中直接投資を誘引する効果があ
り、間接的に中国の経済成長を促進したという先兵
効果が確認された。

3．貧困への援助
⑴ 開発援助と貧困削減

国際開発援助における貧困削減の方法として、澤
田・池上（2006）は直接的貧困削減と経済成長媒介
戦略（間接）という二つの方法があるとしている。
この中で、「経済成長媒介戦略」の方がより現実味
があると考えられる。経済成長が貧困削減の前提ま
たは決定要因であることは経済学の多く文献で指摘
されている。第三章の第一節及び第二節の推定によ
り、日本の ODA はアジア諸国または中国の経済成
長に対して促進効果があることが確認された。その
上で、日本の援助は多かれ少なかれ長期的・間接的
にアジア諸国及び中国の貧困削減に貢献してきたと
いえるだろう。

⑵ 日本の援助の貧困削減効果に関する推定
中国の貧困データが揃っていないため、代わりに、

日本の援助の貧困削減効果について、全世界をクロ
スカントリーとする年次データを用いて、パネル推
定を試みた。Ravallion and Chen（1997）等に倣い、
推定式に日本の援助を追加し、以下の⑼式で推定す
る。
⑼ ����������������������������������

ここで、被説明変数 Pi は i 国の絶対的貧困指標
（100＋絶対的貧困率（％））であり、一般的に世界
銀行基準の1日1．90ドル未満で生活する人口の貧困
率を使用する。説明変数 gri は i 国の一人当たり所
得（GDP）の成長率（成長率（％）に100を加える
ことにより正値としている）である。gi は i 国の所
得格差を表す不平等指標であり、ジニ係数を使用す
る。aidji は日本の対 i 国の援助であり、今回の推定
ではグロス援助額を選んだ。ui は誤差項である。

日本の受益国である世界164か国をサンプルをと
し、世界銀行及び OECD/DAC のデータベースか
ら1960年から2018年のパネルデータを収集した。

推定結果を見ると、一人当たり GDP 成長率の係

表2 日本の援助が中国の貿易に与える影響

説明変数 lnXij lnMij

推定期間 1979～2018 1979～2018

定数 1．194＊＊
（2．04）

2．806＊＊
（6．92）

lnGDPi
0．662＊＊＊
（12．81）

0．637＊＊＊
（6．92）

lnGDPj
0．348＊＊＊
（4．62）

0．205
（1．53）

MEi
0．515＊＊＊
（6．91）

0．239＊
（1．80）

WTOi
0．328＊＊＊
（4．13）

0．638＊＊＊
（4．52）

lnAIDj
0．081＊＊＊
（5．23）

0．088＊＊＊
（3．20）

自由度修正済み
R2 0．994 0．977

サンプル数 40 40

＊＊＊、＊＊、＊印は1％、5％、10％水準で有意であるこ
とを示す、括弧内の数値は t 値。
推定方法は OLS

表3 日本の援助が日本対中投資に与える影響
説明変数 lnFDIj

定式1 定式2
推定期間 1987－2018 1987－2018

定数 －0．251
（－0．05）

0．067
（0．14）

lnGDPi 0．363＊＊
（2．13）

0．440＊＊＊
（4．31）

lnGDPj 0．767
（1．49）

0．682
（1．40）

MEi 1．226＊＊＊
（5．20）

1．205＊＊＊
（5．24）

WTOi 0．128
（0．59）

lnAIDj 0．162＊＊＊
（2．97）

0．178＊＊＊
（3．76）

自由度修正済み
R2 0．913 0．915

サンプル数 32 32

F-statistic 65．756 84．186

Akaike info
criterion 0．442 0．390

Schwarz criterion 0．715 0．619

＊＊＊、＊＊、＊印は1％、5％、10％水準で有意であるこ
とを示す、括弧内の数値は t 値。
推定方法は OLS
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数推定値は有意に負となり、経済成長が貧困削減の
要因であることを再度確認した。日本の援助の係数
推定値をみると、当期の日本の援助の係数推定値は
有意で負となるが、一期前、二期前、三期前等と引
き続き推定を行ったところ、日本の援助は期間が長
くなるに連れて、係数推定値も絶対値で大きくなり、
対応する t 値のも絶対値で上がることがわかった。
日本の援助は長期的に受益国の貧困削減に貢献した
と考えられる。

4．対中環境ODA
経済成長と環境保全は現代文明最大のジレンマと

言われることがある。一般的に、経済成長が環境を
悪化させると考えられている。一方、環境経済学に

おいては、「環境クズネッツ曲線」仮説が多く提唱
されている5。伝統的な ODA（インフラ整備など）
は経済成長を支援するが、環境に負の効果があると
される。これに対して、環境 ODA は環境改善・環
境保全に正の効果があると考えられている。

先行研究において、日本の環境 ODA の環境保全
効果に関する推定は行われたことがない、試みに中
国の31カ省、自治区、直轄市の1995年から2018年の
年ベースのパネルデータをサンプルとして、不均一
分散を考慮した GLS によるパネル分析を行った。
環境と経済の関係を考慮し、環境 ODA の汚染改善
効果があると考えた上で、以下の⑽式を設定した6。
⑽ ��������������������������	�

ここで、i は中国の各省、自治区、直轄市である。

表4 日本の援助の貧困削減効果の推定
被説明変数 ln（貧困率）

定式1 定式2 定式3 定式4 定式5 定式6 定式7
推定期間（年） 1979～2017 1979～2018 1979～2018 1979～2018 1979～2018 1979～2018 1979～2018

定数 4．528＊＊＊
（15．56）

4．541＊＊＊
（15．91）

4．614＊＊＊
（15．63）

4．487＊＊＊
（15．30）

4．604＊＊＊
（15．66）

4．812＊＊＊
（16．38）

4．788＊＊＊
（16．99）

ln（gri） －0．142＊＊
（－2．37）

－0．135＊＊
（－2．29）

－0．147＊＊
（－2．40）

－0．116＊
（－1．93）

－0．123＊＊
（－2．02）

－0．168＊＊＊
（－2．75）

－0．160＊＊＊
（－2．74）

ln（g） 0．238＊＊＊
（8．92）

0．241＊＊＊
（9．98）

0．236＊＊＊
（9．68）

0．222＊＊＊
（8．49）

0．202＊＊＊
（7．85）

0．202＊＊＊
（7．77）

0．197＊＊＊
（7．64）

ln（aidj） －0．005＊＊
（－2．01）

ln（aidj（－1）） －0．007＊＊＊
（－3．13）

ln（aidj（－2）） －0．008＊＊＊
（－3．45）

ln（aidj（－3）） －0．011＊＊＊
（－5．37）

ln（aidj（－5）） －0．016＊＊＊
（－8．28）

ln（aidj（－8）） －0．017＊＊＊
（－9．70）

ln（aidj（－10）） －0．016＊＊＊
（－10．50）

自由度
修正済み R2 0．807 0．092 0．091 0．811 0．822 0．833 0．840

国数／
サンプル数 127／1004 127／1028 127／1022 127／1020 128／1015 129／997 127／979

＊＊＊、＊＊、＊印は1％、5％、10％水準で有意であることを示す、括弧内の数値は t 値。
定式2、定式3 国別変量効果モデル
定式1、定式4、定式5、定式6、定式7 国別固定効果モデル

5 この仮説によれば、経済成長の初期段階では環境より成長の方が大事で環境汚染の深刻化は免れられない。所得
水準が増加するに従って、環境問題に対する配慮も増え続け、また技術水準も改善されるなどにより、環境問題
への取り組みが強化され、最終的に環境問題は改善されていくと考えられる。
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被説明変数 EPi は i 省の環境汚染指標であり、一人
当たり SO2の排出量を用いる。説明変数 gri は i 省
の一人当たり GDP の成長率（成長率（％）＋100
としてすべて正値とした）であり、環境汚染は常に
経済活動によって生じるので、一人当たり GDP の
成長により、環境汚染も深刻になる。aidji は日本
の対 i 省の環境 ODA 額（円借款）であり、環境分
野への拠出額である。ui は誤差項である。

『中国統計年鑑』（各年度）および外務省ホーム
ページからデータを入手して、パネルデータを作成
し、パネル推定を行ったところ、一人当たり GDP
成長率の係数推定値が有意に正となり、中国の経済
成長は環境に悪影響を与えていることが分かった。
一方、日本の環境 ODA の係数はすべて負となり、
当期、一期前の係数推定値は有意ではなかったが、
二期前から五期前までは有意となった。従って、日
本の対中環境 ODA は長期的に環境汚染を減らす効

果があり、環境改善に貢献したことが確認された。

Ⅴ．おわりに
本稿の分析により、日本の対中 ODA の成長・貿

易・投資・貧困削減・環境改善に対する正の効果が
確認された。

本稿は、日本の対中 ODA 効果に関する開発経済
学を基礎とする理論的・実証的分析が希薄な中での
新たな試みであり、確固たる分析手法が確立されて
いるわけではなく、推定モデル、データ収集、実証
手法などについて踏み込みが足りない部分も存在す
る。今後、更に研究を深化させ、個別案件について
の比較考量や実証分析の工夫が必要であろう。

特に、技術協力、草の根無償援助など形態の援助
は、実施地域の特定、金額の割り当て等が難しく、
各省における日本の ODA のパネル・データに加え
ていない。特に技術協力は先進国から後発の途上国

表5 日本の環境ODAによる汚染改善効果に関する推定
被説明変数 ln（一人当たりの SO2排出量）

推定期間（年） 1998～2007 1998～2008 1998～2009 1999～2010 2000～2011 2001～2012

定数 －43．389＊＊＊
（－5．24）

－49．994＊＊＊
（－6．68）

－45．965＊＊
（－5．33）

－40．634＊＊＊
（－9．38）

－48．132＊＊＊
（－6．12）

－52．126＊＊＊
（－10．71）

ln（gri） 8．382＊＊＊
（4．75）

9．793＊＊＊
（6．32）

8．989＊＊＊
（4．88）

7．860＊＊＊
（8．48）

9．455＊＊＊
（5．61）

10．275＊＊＊
（9．94）

ln（aidj） －0．015
（－0．35）

ln（aidj（－1）） －0．026
（－0．54）

ln（aidj（－2）） －0．080＊
（－1．93）

ln（aidj（－3）） －0．082＊＊＊
（－2．69）

ln（aidj（－4）） －0．099＊＊
（－2．51）

ln（aidj（－5）） －0．072＊＊＊
（－2．64）

自由度
修正済み R2 0．270 0．384 0．244 0．511 0．308 0．588

地域数／
サンプル数 24／58 24／63 24／69 24／69 24／69 24／69

＊＊＊、＊＊、＊印は1％、5％、10％水準で有意であることを示す、括弧内の数値は t 値。
定式すべて、不均一分散修正済み一般化最小二乗法により推定を行う。

6 中国は経済成長を優先する政策により、現時点でエネルギー消費量は世界一に達するなど、今でも環境破壊と汚
染が深刻化している。「環境クズネッツ曲線」の通りに一部の環境改善があるとしても、その膨大な経済を維持
するために、改善される途中で新たな環境破壊が引き起こされ、また資源の枯渇も減速できないことが予想され
る上で、本稿は、日本援助期間中の中国における経済成長と環境の関係は対立関係（経済成長が環境を悪化させ
る）と考えられる。
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への先進な技術移転が実現できることにより、途上
国の技術進歩に繋がり、経済成長の長期的源泉とさ
れている。今後、日本の対中技術協力の効果を計量
的に解明することも重要である。また、今回は対中
円借款の中国における貧困削減効果を直接パネル推
定することはできなった。日本の対中 ODA の貧困
削減効果をどのように推定するかについて、更なる
検討が必要である。更に、対中環境 ODA の推定で
は、今回使用した環境汚染指標は大気汚染を代表す
る一人当たりの SO2排出量であり、必ずしも環境
ODA と直結するわけではないことも注意する必要
がある。これらは、今後の改善課題としたい。
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